
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

３,７７６ 円 ４,１４１ 円

４,５３４ 円 ４,８８９ 円

４,６１４ 円 ５,０３２ 円

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適用（全部適用）

村田町下水道事業経営戦略

平成８年度（２４年）

宮城県村田町

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

8.4

１箇所（菅生処理場）

無

処 理 区 数 １区（菅生地区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成３０年度 平成３０年度

令和元年度 令和元年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　１０m3まで：２，２４４円
超過使用料　１１m3から２０m3まで：１m3あたり２３７円
　　　　　　２１m3から５０m3まで：１m3あたり２４６円
　　　　　　５１m3から２００m3まで：１m3あたり２６４円　　２０１m3以上：１m3あたり２８５円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　１０m3まで：２，２４４円
超過使用料　１１m3から２０m3まで：１m3あたり２３７円
　　　　　　２１m3から５０m3まで：１m3あたり２４６円
　　　　　　５１m3から２００m3まで：１m3あたり２６４円　　２０１m3以上：１m3あたり２８５円

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２９年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　１０m3まで：２，２４４円
超過使用料　１１m3から２０m3まで：１m3あたり２３７円
　　　　　　２１m3から５０m3まで：１m3あたり２４６円
　　　　　　５１m3から２００m3まで：１m3あたり２６４円　　２０１m3以上：１m3あたり２８５円

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２９年度



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

　この経営費各分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標
を組み合わせた分析を行い、経営の状況及び課題を的確かつ簡明に把握する事が可能となる。令和２年度に策定・公表した令和
元年度決算状況に基づく経営比較分析表は、以下のとおり。

1.経営の健全性・効率性について

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　実績無し

　民間の資金や経営能力、技術力の活用を検討

 イ　指定管理者制度

　処理場・マンホールポンプ保守点検業務

民 間 活 用 の 状 況

職 員 数
　上下水道課は令和２年現在で８名のうち、下水道を担当する職員は１名で上水道事業と公共下水
道事業及び農業集落排水事業を兼務している。職員給与の予算措置について下水道事業会計に１名
置いている状況である。

　平成１３年７月に都市整備課（下水道事業担当課）と建設課が統合。平成２９年４月に組織再編
により建設課の下水道及び浄化槽部門と水道事業所が統合し、上下水道課となった。
　今後、令和２年１２月に策定した「村田町財政健全化計画」に基づく、「総人件費の適正化」を
目的とした「業務改革の徹底」の実現に向け、業務の効率化を図りながら組織運営に取り組む。

　該当無し

　該当無し

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

- 該当数値なし 2.90 77.46 4,614

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ3当たり家庭料金(円)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均【】

処理区域内人口密度(人/km 2) －

311 0.37 840.54

78.38 137.79 ■

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km 2)

10,800

人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)



①収益的収支比率は、１００％を下回っており、収入に対して地方債償還金の占める割合が多い状況となってとなっており、料
金体系は平成３０年４月に見直しを行ったが、引き続き経費削減策を講じる必要がある。
④企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均より高くなっており、料金収入に対して計画的な企業債の発行に努める必要があ
る。また、平成２７年度の当該値については、３１５０．９１％となっております。
⑤経費回収率は、１００％を下回っているため、適正な使用料収入の確保や、汚水処理費の削減が必要である。
⑥汚水処理原価は、類似団体の平均を上回っているおり、有収水量の増加に努めるが、今後人口減少に伴う有収水量の伸び悩み
が懸念される。
⑦施設利用率は、年々人口減少傾向にあり計画時の人口と開きが出てきているため、施設に余裕がある状態にある。
⑧水洗化率は、９８．７１％と類似団体平均を上回っているが、今後も引き続き水洗化啓発に取り組んでいく。

２．老朽化の状況について

③平成4年度より事業に着手し、平成8年より供用を開始している。今後、更新の時期を迎えるため、機能診断及び最適整備構想
を作成しながら、改築に向けて整備を進める。

３．全体総括
　全体として、人口減少による使用料収入及び有収水量の伸び悩みが農業集落排水会計にも負担となっており、一般会計からの
繰入金にも限界があることから、より一層の効率的な事業運営を図り、更には料金改定も視野に入れることになる。
これらに対応するため、経営戦略に基づいた計画的な施設の更新を進めるとともに、民間活力、広域化及び共同化について引き
続き検討しコスト削減に努める。

〇　用語解説

用語 説明

基本情報

処理区域内人口密度 　現在処理区域内人口／処理区域面積

１．経営の健全性・効率性

２．老朽化の状況

③ 管渠改善率
　当年度に更新した管路延長の割合を表す指標。管路の更新
ペースや状況を把握できる。明確な基準はない。

⑤ 経費回収率
　使用料に係る費用がどの程度使用料で賄えているかを表す指
標。料金水準等を評価することが可能。１００％を下回ってい
る場合には使用料以外の収入で賄われていることを意味する。

⑥ 汚水処理原価
　有取水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水処
理に係るコストを表す指標。明確な基準はない。

⑦ 施設利用率
　施設・整備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均
処理水量の割合であり、施設の利用状況や適性規模を判断する
指標。明確な数値基準はない。

⑧ 水洗化率

　現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水
処理している人口の割合を表す指標。指標の向上を図るため、
新たに管渠を整備することが、地理的要因等により整備に係る
費用が増大するため、額効果を検証が必要。

① 収益的収支比率

　収益等の収益で、維持管理費等や地方債償還金の費用がどの
程度賄えているかを表す指標。単年度の収支が黒字になってい
ることを示す１００％以上となっていることが必要。１００％
未満の場合、単年度収支が赤字であることを示している。

④
企業債残高対事業
規模比較

　使用料収入対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規
模を表す指標。明確な数値基準はない。



２．経営の基本方針

○適切で計画的な事業執行
　本事業は「菅生地区農業集落排水事業」として平成４年度に整備を始め、平成８年度に供用を開始している。現在整備も完了
しており、事業計画区域面積３７ｈａの状況の下で、整備済面積が３７ｈａ（整備率１００．０％）となっている。
　今後は、維持管理面において、老朽化していく施設を機能強化対策事業を活用し、施設の長寿命化に努めていく。
　併せて高齢化や人口減少が進行する事が想定されるため、料金水準等も検討した上で、財政計画を策定し計画的な経営改善を
進めていく。

○効率的な事業執行
　今後一層厳しくなる経営環境を改善するため、更なるコスト削減に向けたＰＦＩ等民間の資金や経営能力、技術力を活用する
事業手法も検討していく。

○収入の確保と負担の適正化
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。また、収入確保のため使用料の収納率を向上さ
せると共に、国庫補助金や企業債等について的確に資金調達を行っていく。

○水洗化の促進
　農村地域の水質保全のため、下水道未接続者の解消に向け、広報等の周知により加入促進を図っていく。

○災害・危機管理対策
　本町では、災害に対する事業継続計画（ＢＣＰ）を策定している事から、災害が発生した場合は、被災した下水道施設の特定
を行い、影響を受ける範囲を把握し町民に周知すると共に応急対策等を実施していく。



３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

○料金収入：下水道使用料であり、過年度と同程度で推移で見込む。
○交付金（国補助金）：国から受ける国庫補助金であり、当該事業額の１／２を見込む。
○企業債：
・農業集落排水事業：交付金事業については、事業費から交付額を控除した額を充て、交付金事業以外は全額充てる。
○繰入金：一般会計からの繰入金（負担金、出資金）であり、年度ごとに他の財源、支出総額及び公債費を基に充てる。

・動力費：中継マンホールポンプ等　今後も同程度の推移を見込む。
・修繕費：今後も同程度の発生を見込む。
・管渠保守に係る委託費：今後も同程度の推移を見込む。
・水道事業会計への人件費にかかる負担金：今後も同程度の推移を見込む。

　事業区域内の整備は完了している事から、今後は、施設・設備の修繕が主となる。施設の老朽化が進んでいることから、以下
のとおり投資していく。

・機能強化対策事業【農業集落排水施設の改築】：
　42,850千円（令和３年度）　52,250千円（令和４年度）　40,100千円（令和５年度）

・老朽化対策【マンホール鉄蓋等の更新】：7,000千円（令和３年度）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

　統合できる委託業務について検討し、効率化に努める。

４． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　現状の委託を継続しつつ、民間の資金や経営能力、技術力の活用等を検討して
いく。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　予定なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の進捗はＰＤＣＡサイクル「計画策定（Plan）→点検の実施（Do）→評価・分
析（Check）→見直し（Action）」等の手法により管理・評価していきます。また、進捗管
理の結果に基づき、策定後５年後を目途に計画の更新を行い、町ホームページに掲載する
ことなどにより、経営に関する情報の公表を行います。

職員給与費に関する事項 　１名の職員が公共下水道事業と兼ねて実施しており、計上の予定なし。

動力費に関する事項 　経費削減について、検討していく。

修繕費に関する事項
　維持管理業務の成果により、老朽・破損個所の早期発見・把握に努めることに
で費用の抑制を図る。

委託費に関する事項 　統合できる委託業務について検討し、効率化に努める。

その他の取組 　水洗化促進、収納率向上などに取り組んでいく。

薬品費に関する事項

　予定なし

　人口減少・近年の節水化により料金収入の減少と今後の維持管理費用、将来の
更新費用など踏まえ、事業費の平準化を図り安定的な事業継続を検討していくと
ともに、５年後を目途に定期的に使用料の見直しの検討を行い適正な使用料水準
および経費回収率の実現を図る。

使用料の見直しに関する事項

　予定なし

　現状の委託を継続しつつ、民間の資金や経営能力、技術力の活用等を検討して
いく。

　企業債発行による償還金等を見据え、将来の健全経営を図りながら、施設の長
寿命化や更新を検討していく。

　今後とも農業集落排水事業で対処していく。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ） 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測

１． (A) 5,274 5,017 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846
(1) 5,274 5,017 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846 4,846
(2) (B)
(3)

２． 25,734 24,572 26,000 24,883 25,093 25,120 24,628 24,496 24,429 24,404 24,379 24,354
(1) 25,734 6,773 8,200 6,597 6,220 5,796 5,304 5,171 5,105 5,080 5,054 5,029

25,734 6,773 8,200 6,597 6,220 5,796 5,304 5,171 5,105 5,080 5,054 5,029

(2) 17,795 17,799 18,281 18,869 19,320 19,320 19,320 19,320 19,320 19,320 19,320
(3) 4 1 4 4 4 4 4 4 4 4 4

(C) 31,008 29,589 30,846 29,729 29,939 29,966 29,474 29,342 29,275 29,250 29,225 29,200
１． 7,519 26,154 26,720 27,534 28,389 29,046 29,046 29,046 29,046 29,046 29,046 29,046
(1)

(2) 7,519 4,946 5,512 5,512 5,512 5,512 5,512 5,512 5,512 5,512 5,512 5,512
979 1,307 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297
810 1,100 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

4,025 1,170 1,352 1,352 1,352 1,352 1,352 1,352 1,352 1,352 1,352 1,352
1,706 1,369 1,363 1,363 1,363 1,363 1,363 1,363 1,363 1,363 1,363 1,363

(3) 21,208 21,208 22,022 22,877 23,534 23,534 23,534 23,534 23,534 23,534 23,534
２． 4,073 3,432 2,709 2,190 1,546 916 424 292 225 200 175 150
(1) 4,073 3,432 2,709 2,190 1,546 916 424 292 225 200 175 150
(2)

(D) 11,592 29,586 29,429 29,725 29,935 29,962 29,470 29,338 29,271 29,246 29,221 29,196
(E) 19,416 3 1,417 4 4 4 4 4 4 4 4 4
(F)
(G) 1 10
(H) △ 1 △ 10

19,416 2 1,407 4 4 4 4 4 4 4 4 4

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

支 出 計

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
委 託 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 予 算 ） 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測 将 来 予 測

１． 28,300 26,100 20,000 0 0 0 0 0 0 0

２． 19,632 19,167 17,789 13,346 12,792 4,132 3,757 1,710 1,710 1,710 1,710

３． 3,326

４．

５．

６． 21,325 26,125 20,050

７．

８． 16

９．

(A) 3,326 19,648 68,792 70,014 53,396 12,792 4,132 3,757 1,710 1,710 1,710 1,710

(B)

(C) 3,326 19,648 68,792 70,014 53,396 12,792 4,132 3,757 1,710 1,710 1,710 1,710

１． 49,850 52,250 40,100

２． 22,151 22,970 23,590 21,509 17,308 17,009 8,349 7,975 5,927 5,927 5,927 5,927

３．

４．

５．

(D) 22,151 22,970 73,440 73,759 57,408 17,009 8,349 7,975 5,927 5,927 5,927 5,927

(E) 18,825 3,322 4,648 3,745 4,012 4,217 4,217 4,217 4,217 4,217 4,217 4,217

１． 18,825 2,846 838 △ 65 202 407 407 407 407 407 407 407

２．

３．

４． 476 3,810 3,810 3,810 3,810 3,810 3,810 3,810 3,810 3,810 3,810

(F) 18,825 3,322 4,648 3,745 4,012 4,217 4,217 4,217 4,217 4,217 4,217 4,217

(G)

(H) 107,101 83,971 88,682 93,273 95,965 78,956 70,606 62,632 56,705 50,778 44,851 38,924

○他会計繰入金
年　　　　　度 31年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

区　　　　　分 （決算） （予算） 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測 将来予測

25,734 6,774 6,784 6,597 6,220 5,796 5,304 5,171 5,105 5,080 5,054 5,029

25,734 6,774 6,784 6,597 6,220 5,796 5,304 5,171 5,105 5,080 5,054 5,029

3,326

3,326

29,060 6,774 6,784 6,597 6,220 5,796 5,304 5,171 5,105 5,080 5,054 5,029

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)


